
嗚呼、花の応援団（弁護士　髙木　太郎）
弁護士　髙木　太郎

出身高（熊本県立玉名高校）は、５月下旬の体育祭（応援合戦）が有名でテレビでも取り上げられます。
今年はＴＢＳの土曜８時「ぶっちぎり」で６週にわたり特集されました。

全体を３つの団（赤、蒼、黄色。昔は４つ）に分けて、１，２年生が櫓に整列して座り、団長の演舞に合わせて、学生服（黒）・色タオル
３色をあげさげし、１２０パターンもの人文字を描きます。

入学式から３週間。中学を卒業したばかりの田舎の子どもの目の前に、タンラン、ボンタンという出で立ちの３年生の応援団リーダーが現
れ、「押忍、押忍」と大声で「気合いを入れ」させられます。
声が小さいと、「こえんこまかあ！（声が小さい）」と怒鳴りつけられ、ちょっと人より間違いが多いと「おまえ、まちがいすぎったい
（お前、間違いすぎだぞ）！」と櫓から（ひきずり）おろされ、「個別指導」を受けることに。
そんなことを繰り返し、体育祭当日には、一糸乱れぬ人文字の演技が完成するのです。

体育祭が終わると、３年生は「怖い応援団」の演技を終えます。
１年生は、最初恐怖で凍り付き、次に人文字の完成に向けて集中し、最後はリーダーと共に泣く。特に１年生女子は、途中からリーダー病
という病に罹ります。

全体主義を思わせる練習風景ですが、ケンカしたことのない子どもは限度を知らない、なんてことを考えると、いい経験なのかも知れませ
ん。

２０１２年年頭にあたって（弁護士　髙木　太郎）
弁護士　髙木　太郎

　２０１１年３月１１日、東日本大震災によって、多くの人命が奪われるとともに、福島第１原発の事故により、未曾有の原発被害が発生
し、広がりました。

　震災被害に対しては、多くのボランティアが活動を行い、何かをしたいという思いが日本中に広がりました。これにより、小泉改革に代
表される冷たい自己責任論の世の中から、暖かい助け合いの世の中に変わるのではないか、と期待したこともありました。原発被害を目の
当たりにしたことにより、原発の危険性が明らかになり、原発のコストが安いわけでもないこともわかり、原発廃止への動きが始まるので
はないか、と期待したこともありました。
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　しかし、民主党政権の動きは期待とは全く逆行しています。

　復興資金が必要と言いながら、法人税減税を実施して、所得税を増税し、消費税への途も開く（消費税法案を成立させてから国民に信を
問う、などと誰が聞いてもおかしいと判る陳腐な議論をして）、農業の復興や食糧自給率のあげることをないがしろにしたままＴＰＰ推進
にひた走る、東京電力の責任を曖昧にして、原発はうやむやのまま再稼働させる。もともとこんな政府に期待してはいけなかったのでしょ
う。

　ところで、最近、銀行が金融デリバティブ商品を取引先に売りつけていたという相談を受けました。聞けば聞くほど、「え、銀行って、
そんないい加減なことしてたの？」と感じることばかり。

　私たちは仕事や日々の活動を通じて、おかしな社会を正すことに貢献して行きます。

福島第一原発の事故（弁護士　髙木　太郎）
弁護士　髙木　太郎

　福島第一原発の事故は、改めて原子力発電の危険性を明らかにし、わが国の原子力安全行政の貧困を露呈しました。安全に対する必要な
検討、施策を取らずに国策として原発を推進してきた歴代政権、マスコミを抱き込んで安全神話を振りまいてきた東京電力をはじめとした
電力会社、数々の原発訴訟で漫然と原発の安全性を認定してきた裁判官に対して、怒りを禁じ得ません。

　しかし、今、大切なのは、原発事故の早期終結と被災者の救済です。私たちは、埼玉に避難してきた被災者の方々への支援、福島県の南
相馬市やいわき市、その他の地域への支援に早くから取り組んできました。被災者のニーズは様々です。きめ細かい対応をするためには、
継続的に対応すること、多くのマンパワーが必要です。被災者の人たち、弱い立場の人たちに優しい社会、住みよい社会を作るためにこれ
からも頑張りたいと思います。

　世界ではフクシマを機会に原発からの脱却を目指す動きが広がっています。ところが、わが国では、依然としてマスコミに電力会社への
遠慮があり、正面から原発廃止を求める論調が極めて弱い状態です。情けない限りです。また、そのような社会を構成している一員として
恥ずかしくもあります。草の根から原発の問題点を指摘していく運動にも取り組んでいきたいと思います。

　暑さ厳しき折ですが、お体ご自愛下さい。
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調停制度を是非活用してください（弁護士　髙木　太郎）
弁護士　髙木　太郎

　2006年10月から簡易裁判所の調停官に就任しました。週に一度、簡易裁判所の調停の場に立ち会っています。調停は、裁判所を通
じた話し合いの制度です。申立人は本人でも十分可能で、2人の調停委員（ないし調停官を含めた3人）が申立人、相手方双方の意向をじっ
くり聞きながら話し合いをまとめていく制度です。申立から1ヶ月程度で期日がはいり、その後、約1ヶ月間隔で期日が入りますが、早い
ものは2，3回程度で話し合いが終了します。訴訟のように、法律要件を厳しく問題にされることなく、ある程度、法律上の根拠があれば、
話し合いを進めてくれます。

　調停は1回の期日に時間がかかる（訴訟は1回の期日は5分10分ですが、調停の場合、民事でも1時間、家事では2時間かかるのが普
通です）こと、相手が出てこなければ話し合いも出来ないこと、相手が道理の通らないことを言っても判決で決着をつけるという道がない
ことなどから、弁護士は従来調停を敬遠しがちでした。私もその例外ではありませんでした。

　しかし、実際に調停を体験してみると、結構「使える」制度なのです。相手方は呼び出しを受けて結構出頭してきますし、道理による説
得はかなりの効果をあげています。調停そのものには裁定的な機能がなくても、「裁判になれば、この程度の解決」ということが、話し合
いを進めるうちに見えてきますから、申立の相手方もむやみに調停を拒否することもないのです。期日も結構早めに入ります。法律構成で
細かいことを悩む前に申し立てて話し合いに入ることで、迅速な解決の道が見つかることもあります。

　ぜひ、調停制度をご活用下さい。

福島第一原発事故問題について（弁護士　髙木　太郎）
弁護士　髙木　太郎

　福島第一原発の事故は、改めて原子力発電の危険性を明らかにし、わが国の原子力安全行政の貧困を露呈しました。安全に対する必要な
検討、施策を取らずに国策として原発を推進してきた歴代政権、マスコミを抱き込んで安全神話を振りまいてきた東京電力をはじめとした
電力会社、数々の原発訴訟で漫然と原発の安全性を認定してきた裁判官に対して、怒りを禁じ得ません。

　しかし、今、大切なのは、原発事故の早期終結と被災者の救済です。私たちは、埼玉に避難してきた被災者の方々への支援、福島県の南
相馬市やいわき市、その他の地域への支援に早くから取り組んできました。被災者のニーズは様々です。きめ細かい対応をするためには、
継続的に対応すること、多くのマンパワーが必要です。被災者の人たち、弱い立場の人たちに優しい社会、住みよい社会を作るためにこれ
からも頑張りたいと思います。
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　世界ではフクシマを機会に原発からの脱却を目指す動きが広がっています。ところが、わが国では、依然としてマスコミに電力会社への
遠慮があり、正面から原発廃止を求める論調が極めて弱い状態です。情けない限りです。また、そのような社会を構成している一員として
恥ずかしくもあります。草の根から原発の問題点を指摘していく運動にも取り組んでいきたいと思います。

　暑さ厳しき折ですが、お体ご自愛下さい。

もし、日本が１００人の村だったら。（弁護士　髙木　太郎）
弁護士　髙木　太郎

　もし、日本が１００人の村だったら。

　１０人が農家で、３０人が工場勤め、６０人がサービス会社に勤めています。

　工場では国際競争に勝つためという理由で、長時間・過密労働、３０人で４０人分の製品を生産。工場経営者は、４０人分生産した物の
内１０人分を外国で売り、従業員には３０人分の給料しか払わず大儲け。

　ところが、世界が不況になり、日本が海外に売っていた工業製品が売れなりました。そこで工場経営者は、７人の労働者のクビを切り、
生産量を国内で売れる分だけの約３０人分に減らすことにしました。

　ところが国内では？

　生産量は、農業、工業、サービス業を合わせた約１００人分ですが、買えるのは、給料をもらっている９３人に過ぎません。生産しても
買ってくれる人が少ないのですから、ものの値段は下がって、螺旋状に不況が深まって・・・。

　年末にかけて派遣労働者、期間労働者の契約解除問題が相次いでいる。故郷を離れ、会社の寮に住んで生活をしていた労働者が、年越し
を前に、仕事を奪われ、年末の内に、あるいは年を越したら住まいさえ奪われる。これに対して、国は何ら有効な手段を執ろうとしない。

　派遣、非正規労働問題は、貧困にかかわる人権問題です。同時に国の経済全体にも関わり、私たち全てに関わる問題でもあります。

　全体像をしっかり見る目を持って仕事に取り組んでいきたいと思います。
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